
〇現状の年収を考慮した上で、働き方改革対応（週休二日
等）等を考慮しつつ、業界の全体の給与改善と担い手確保を
見据えて、業種ごとに目安となる年収を検討・公表していく。

※業者（元・下）間契約の単価

標準請負単価の設定について

建設技能労働者の処遇改善や若者の建設業界へ人材獲得の施策の一つとして、「レベル毎の賃金目安」の公表が求められており、各
業種で検討をすすめているが、設定にあたって業種内でも地区格差や設定レベル等の問題があり作業が進んでいない状況。

建設業界内では、働き方改革対応への取組や建設現場の技能労働者の処遇改善は、元請・下請企業とも共通認識となっており、年間
賃金を全産業平均レベルへ引上げを目指すことや、下請けの見積もりの尊重などが元請企業団体からも取組として宣言されているほか、
年収の２％アップを旗印に官・業一体で取り組んでいる。

このため適正な見積もりである認識を得られるよう、CCUSの各レベル毎の最低賃金（年収ベース）の目安作成とセットで、その積算
の原資となる請負単価を各業種ごとに設定していこうとするもの。

各業種ごとに設定された単価が、元請・下請双方に理解を得ることで、適正な請負契約の実践、ダンピング受注の抑止に資すること
に繋げ、担い手の確保や処遇改善等の達成への道筋としたい。

レベル４
650万円～

レベル３
550万円～

レベル２
420万円～

レベル１
300万円～

〇請負契約の見積書
作成時に単価として
表示する額

標準請負単価

各業種の見積も
り慣習に合わせて、
トン単価や平米単
価等で表示。
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（一社）建設産業専門団体連合会

この賃金目
安で処遇す
るためには、
請負単価と
していくら
で契約しな
ければなら
ないか。

※地域差、難易度、規模等により固
定はできないが、中庸規模の工事を
想定して、賃金目安を達成させるた
めに最低限必要な請負単価

※すでに公表している各業種の「標
準見積書」に単価表示して周知して
いくことにより実効性を高めたい。

※標準請負単価を周知し、認知され
ることで、極端なダンピング受注へ
の防止効果を期待する。
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